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研究要旨 

目的：生活保護利用世帯について、所有する家電製品や食行動のちがいが食事の特徴と

関連するか、食費面から把握すること。 
方法：生活保護利用世帯のうち、2019年度に「社会保障生計調査」で得られた 1か月あ

たりの実収入の平均値が最低生活費を超えた世帯、かつ、同年度の「家庭の生活実態及

び生活意識に関する調査」において調理家電製品（炊飯器・電子レンジ）の所有有無と

食行動に関する質問に回答した、726世帯を対象とした。統計解析は、各年度の 1か月

分に平均化した実収入および食料を含む実支出を目的変数、各家電製品の所有有無およ

び各食行動の実施有無を説明変数として線形回帰分析を行った。 
結果：対象の生活保護利用世帯において、電子レンジ所有世帯は、非所有世帯と食料支

出総額に有意差はなく、魚介類・肉類・油脂調味料類の支出が多く、飲料類の支出が少

なかった。「1日に１回以上自炊している」群は、非該当群と食料支出総額に有意差はな

く、穀類・魚介類・肉類・野菜/海草類・油脂調味料類の支出が多く、菓子類・調理食

品類・飲料類の支出が少なかった。 

結論：本研究の生活保護利用世帯では、電子レンジの所有有無や食行動の違いが、食料

の支出の特徴と関連した。今後、本結果の背景やさらにどのような条件が食生活に影響

するのかについての検討が必要である。 

Ａ．研究目的 

世帯の経済格差が栄養格差を含む健康格

差につながることは多くの研究で示されて

いる 1~7)。日本では世帯所得格差は拡大し

ており、相対的貧困率は、2021 年時点で経

済協力開発機構国 38か国のうち 6番目に高

い 15.4%と報告されている 8)。「健康日本 21
（第三次）」では、国民の健康の増進の推

進に関する基本的な方向の 1 点目に、健康

寿命の延伸と健康格差の縮小が設定され 9)、

「自然に健康になれる持続可能な食環境づ

くりの推進に向けた検討会」報告書 10)にお

いても、経済格差に伴う栄養格差について

も課題の１つと捉えられている。 

日本では、生活に困窮する世帯へ必要な

保護を行い、健康で文化的な最低限度の生

活の保障とともに、自立を助長することを

目的とした生活保護制度 11)が存在する。生

活保護利用者数は、 2022 年 4 月現在で約

204 万人であり 12)、生活保護利用世帯の生

活扶助額は、国民の所得・物価等の社会情

勢に応じて改定されており、2023 年 10 月

にも生活扶助基準額の見直しが行われた 13)。 
そこで、研究分担者は、生活保護制度が

当該制度利用世帯の健康で文化的な最低限

度の生活の保障に寄与しているか、食生活

の観点から検討すべく、2017年度から2021
年度における「社会保障生計調査」14）の



12 

 

データのもと、生活保護利用世帯の食生活

の実態を把握した。結果、生活保護制度に

より最低生活費が保障されている生活保護

利用世帯では食料の支出額が一定に維持さ

れていることが推察された。一方で、食料

の内訳別では、5 年間で穀類と外食の支出

が有意に減少し、果物、油脂・調味料、菓

子類、酒類の支出が有意に増加しているこ

とが明らかとなった 15）。 
食品の選択には、選択者の食環境や食行

動が関連し 16、17）、食環境、食行動、食品

の選択のあり方は、保護者‐子供間で関連

することが報告されている 18、19）。また、

新型コロナウィルス感染症流行下において、

世帯の所得の違いに関わらず、食行動が良

好な保護者のいる世帯は子どもの食事の質

が良好であったことが報告されている 20）。

また、 食環境のうちには、食事準備に関す

る家電製品を有することも含まれるが、

2019 年度の「家庭の生活実態及び生活意識

に関する調査」では、一般世帯と生活保護

利用世帯の調理家電製品（炊飯器や電子レ

ンジ）の所有率が報告されている 21）。そこ

で、経済的困難層において、世帯における

食環境や食行動の違いが食品の選択と関連

するか検討することとした。 
本研究では、我が国の生活保護利用世帯

において、所有する家電製品や食行動の違

いが食料品の実支出の特徴と関連するかに

ついて検討を行った。 
 
 

Ｂ．方法 

本研究では、2019年度に厚生労働省が実

施した「社会保障生計調査」14）および

「家庭の生活実態及び生活意識に関する調

査」22）のデータを用いた。調査対象世帯

は、「社会保障生計調査」の調査計画に基

づき 14）抽出された約 1100 世帯であり、当

該世帯を担当する福祉事務所の調査員が、

調査対象となった年度の 1 年間の世帯の家

計簿等の状況を各月毎に収集した。このう

ち、1 か月あたりの実収入の平均値が最低

生活費 23）を超えた世帯、が抽出された。

さらにこれらの世帯において、「家庭の生

活実態及び生活意識に関する調査」におい

て調理家電製品（炊飯器・電子レンジ）の

所有有無と食行動に関する質問に回答した、

726 世帯を対象とした。本研究データは、

厚生労働省 社会・援護局 保護課から 2 次

利用申請のうえ提供を受けたものであり、

個人情報が除外され、個人情報と連結不可

能な状態である。本研究は新潟県立大学倫

理委員会の審査を受けた（受付番号：

2304）。 

 

使用した項目は、次のとおりであった。 

・「社会保障生計調査」からの情報 

１）世帯の状況：本研究では、4 月時点

の情報を使用した。一連の情報は、当該世

帯を担当する福祉事務所が記入した。使用

した項目は、級地、住居の種類、世帯人員、

就労人員、18 歳未満のいる世帯、65 歳以

上のいる世帯、生活保護制度上の世帯類型

（高齢者世帯、母子世帯、障害者世帯、傷

病者世帯、上記に該当しない世帯）とした。 
２）家計簿：世帯の収入は、実収入総額

を用いた。世帯の支出は、食料総額を用い、

社会保障生計調査の食料総額の内訳の分類

である、穀類、魚介類、肉類、乳卵類、野

菜・海藻、果物、油脂・調味料、菓子類、

調理食品、飲料、酒類、外食、学校給食、

についても使用した。 
・「家庭の生活実態及び生活意識に関する

調査」からの情報 
 ３）家電製品の所有に関する情報：炊飯

器と電子レンジの所有有無 
４）食行動に関する情報： 2 日に 1 回は

タンパク質を摂っているか（摂っている、

摂っていない）、1 日に 1 回は野菜を摂って

いるか（摂っている、摂っていない）、1 日

に 1 回以上自炊しているか（している、し

ていない） 
統計解析は、２）に示した各年度の12か

月分の金額を、1 か月分に平均化したもの

を用いた。さらに、各年度について実収入

総額における食料の支出額の割合を算出し

た。家電製品の所有有無と食行動の有無を

説明変数、実収入総額における食料の支出

額の割合を目的変数として、線形回帰分析

を行った。なお、世帯人員数（1人・2人・

3 人以上）、就労人員の有無、世帯類型（高

齢者世帯・母子世帯・障がい者世帯・傷病

者世帯・その他の世帯の各該当有無）で調

整した。解析ソフトは、IBM SPSS Statistics 
27（日本アイ・ビー・エム株式会社）を使
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用した。 
 

Ｃ．結果 

１．対象世帯の属性 
 解析対象世帯の属性を、表 1 に示した。

対象全世帯において、居住地の級地は 1 級

地:50.1%、2 級地:31.0%、3 級地:18.9%であ

り、住居の種類は、全世帯のうち 5.2％が

持ち家であった。世帯人員は、9 割以上の

世帯が 2 名以下であった。就労人員は、 0
名が最も多く(57.6%)、次に1名(39.9%)が多

かった。18 歳未満のいる世帯は 14.5%であ

り、 65 歳以上のいる世帯は 57.9%であり、

対象世帯の半数以上の世帯に高齢者が存在

していた。 
 
２．対象世帯の家電製品の所有有無および

食行動の状況 
家電製品の所有をしていた割合（表 2）

は、炊飯器が 91.5%、電子レンジが 90.2%
であった。食行動（表 2）については、「2
日に１回は、タンパク質を摂っているか摂

っている」者が 92.8%、「1 日に 1 回は、野

菜を摂っている」者が 84.4%、「1 日に 1 回

以上自炊している」者が 86.0%であった。 
 

３．家電製品の所有有無および食行動のち

がいと食料にかかる支出額との関係 
対象世帯の家電製品の所有有無のちがい

と食料にかかる支出額との関係について表

3 に、食行動のちがいと食料にかかる支出

額との関係について表 4 に示す。炊飯器の

所有有無(あり：91.5%、なし：8.4%)の違

いでは食料の支出に有意差は見られなかっ

た。電子レンジ所有世帯は、非所有世帯

(9.1%)とは食料支出総額に有意差はなく、

魚介類・肉類・油脂調味料類の支出が有意

に多く、飲料類の支出が有意に少なかった。

「1 日に１回は野菜を摂っている」群は、

非該当群とは食料支出総額に有意差はなく、

穀類・魚介類・肉類・野菜/海草類・果物

類・油脂調味料類の支出が有意に多かった。

「1 日に１回以上自炊している」群は、非

該当群とは食料支出総額に有意差はなく、

穀類・魚介類・肉類・野菜/海草類・油脂

調味料類の支出が有意に多く、菓子類・調

理食品類・飲料類の支出が有意に少なかっ

た。 
 

Ｄ．考察 

本研究では、生活保護利用世帯につい

て、所有する家電製品や食行動のちがいが

食事の特徴と関連するか、食費面から把握

すべく、2019年度の「社会保障生計調

査」および「家庭の生活実態及び生活意識

に関する調査」のデータ分析を行った。 

結果、家電製品の有無としては、炊飯器

の所有有無(あり：91.5%、なし：8.4%)の

違いでは食料の支出に有意差は見られなか

った。一方で、電子レンジ所有世帯

(90.2%)は、非所有世帯(9.1%)とは食料支

出総額に有意差はなく、魚介類・肉類・油

脂調味料類の支出が有意に多く、飲料類の

支出が有意に少なかった。電子レンジ等の

調理家電の保有がどのように食料支出につ

ながるのかの背景の検討が求められる。 

また、食行動としては、「1日に１回は

野菜を摂っている」群(84.4%)は、非該当

群(15.4%)とは食料支出総額に有意差はな

く、穀類・魚介類・肉類・野菜/海草類・

果物類・油脂調味料類の支出が有意に多か

った。「1日に１回以上自炊している」群

(86.0%)は、非該当群(13.9%)とは食料支出

総額に有意差はなく、穀類・魚介類・肉

類・野菜/海草類・油脂調味料類の支出が

有意に多く、菓子類・調理食品類・飲料類

の支出が有意に少なかった。先行研究にお
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いても、野菜摂取量の多い者は、摂取する

食品の多様性がみられることが報告されて

いる 24）。また、自炊をする、すなわち調理

技術を有する者は、健康的な食品の選択を

するものが多いことが報告されている 16、

17）。今後、調理スキル、自炊等の食行動、

食品選択の関係についてさらに検討するこ

とが求められる。 

 本研究の限界は以下に挙げる。1 点目に、

本研究で対象とした「社会保障生計調査」

の回答世帯は、生活保護利用世帯の全数調

査である「被保護者調査」25)と比較して、

調査年度ごとに回答地域、世帯、住居状況

に偏りがあることに留意する必要がある。

2 点目に、日本の消費者物価指数の平均値

は、2020 年を 100 とした場合 102.3、食料

に限ると 104.5 と上昇し、品目別では、魚

介類は 112.1、野菜・海藻は 102.3 と、品

目ごとに差がみられる 26)ことからも、年度

間の物価の差異の存在に留意する必要があ

る。 

 

Ｅ．結論 

本研究により、対象の生活保護利用世帯

では、電子レンジの所有有無や食行動の違

いが、食料の支出の特徴と関連した。今後、

本結果の背景やさらにどのような条件が食

生活に影響するのかについての検討が必要

である。 
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表 1. 対象世帯の属性 
  総世帯 
  N= 726 

    N (%) 
級地 1 級地-1， 2 364 (50.1%) 

 2 級地-1， 2 225 (31.0%) 
 3 級地-1， 2 137 (18.9%) 

住居の種類 持ち家 38 (5.2%) 
 公営住宅 152 (20.9%) 
 その他 536 (73.8%) 

世帯人員 1人 341 (47.0%) 
 2人 316 (43.5%) 
 3人 49 (6.7%) 
 4人 15 (2.1%) 
 5人 5 (0.7%) 

就労人員 0人 418 (57.6%) 
 1人 290 (39.9%) 
 2人 17 (2.3%) 
 3人 1 (0.1%) 

18 歳未満のいる世帯  105 (14.5%) 
高齢者のいる世帯  420 (57.9%) 
世帯類型 高齢者世帯 332 (45.7%) 

 母子世帯 86 (11.8%) 
 障がい者世帯 66 (9.1%) 
 傷病者世帯 75 (10.3%) 
 上記に該当しない世帯 167 (23.0%) 

 

 

 

表 2.対象世帯の家電製品の所有有無および食行動の状況 
  総世帯 

  N= 726 
    N (%) 
家電製品の所有有無    

炊飯器 あり 664 (91.5%) 
 なし 61 (8.4%) 

電子レンジ あり 655 (90.2%) 
 なし 66 (9.1%) 

食行動    

2 日に１回は，タンパク質を摂っているか 摂っている 674 (92.8%) 
 摂っていない 50 (6.9%) 

1 日に１回は，野菜を摂っているか 摂っている 613 (84.4%) 
 摂っていない 112 (15.4%) 

1 日に１回以上自炊しているか している 624 (86.0%) 
 していない 101 (13.9%) 
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表 3. 家電製品の所有有無のちがいと食料にかかる支出額との関係（単位：円） 
 炊飯器の所有  電子レンジの所有  

 あり なし  あり なし  

  mean mean p value mean mean p value 
総世帯       

実収入総額 154622 168871 ＊ 155750 157711  
実支出総額 134859 144551  136112 131485  
食料支出総額 42266 44432  42501 41781  

穀類 3483 3356  3454 3598  
魚介類 2661 2318  2686 1988 ＊ 

肉類 2990 2884  3036 2402 ＊ 
乳卵類 1907 1895  1914 1776  
野菜・海藻 4388 4099  4387 4029  
果物 1590 1587  1570 1759  
油脂・調味料 1950 1796  1973 1559 ＊ 
菓子類 4427 4817  4422 4918  
調理食品 11068 12757  11154 11756  
飲料 3662 3889  3620 4368 ＊ 
酒類 1371 1454  1431 901  
外食 2511 3353  2602 2416  
学校給食 258 229  252 312  

＊は，p値が 0.05未満であることを示す。 

線形回帰分析を行った。 

なお，世帯人員数（1 人・2 人・3 人以上），就労人員の有無，世帯類型（高齢者世帯・母子世帯・障がい者世帯・傷病者世帯・その他の世帯の各該

当有無）で調整した。 
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表 4. 食行動のちがいと食料にかかる支出額との関係（単位：円） 
 2 日に１回は，タンパク質を摂っているか  1 日に１回は，野菜を摂っているか  1 日に１回以上自炊しているか  

 摂っている 摂っていない  摂っている 摂っていない  している していない  

  mean mean p value mean mean p value mean mean p value 
総世帯          

実収入総額 157016 140252 ＊ 156169 153623  155777 155770  

実支出総額 136881 118198 ＊ 136262 131509  135622 134946  

食料支出総額 42892 35654 ＊ 42808 40021  42232 43278  

穀類 3502 3054  3565 2946 ＊ 3531 3089 ＊ 

魚介類 2703 1607 ＊ 2710 2179 ＊ 2750 1873 ＊ 

肉類 3028 2267 ＊ 3062 2479 ＊ 3121 2048 ＊ 

乳卵類 1947 1336 ＊ 1941 1695  1929 1745  

野菜・海藻 4437 3270 ＊ 4626 2879 ＊ 4593 2895 ＊ 

果物 1622 1067 ＊ 1653 1231 ＊ 1604 1490  

油脂・調味料 1969 1511 ＊ 2011 1522 ＊ 2009 1480 ＊ 

菓子類 4435 4717  4417 4664  4349 5112 ＊ 

調理食品 11249 10553  10991 12295  10620 14727 ＊ 

飲料 3648 4007  3689 3603  3551 4449 ＊ 

酒類 1426 768  1323 1678  1461 865 ＊ 

外食 2673 1288 ＊ 2578 2548  2469 3218  
学校給食 254 209  241 302  244 287  

＊は，p値が 0.05未満であることを示す。 

線形回帰分析を行った。 

なお，世帯人員数（1 人・2 人・3 人以上），就労人員の有無，世帯類型（高齢者世帯・母子世帯・障がい者世帯・傷病者世帯・その他の世帯の各該

当有無）で調整した。 

 

 


